
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
被掃除面と対向する面に吸込口を開口するケース体と、
このケース体に設けられ前記被掃除面上を走行可能に車輪を回転自在に配設する車輪室と
を備え、
前記車輪は、
軸方向の少なくとも一端が前記ケース体に取り付けられる車軸と、
この車軸に回転自在に軸支され、軸方向の端部に略同軸上に一体に突出する軸支筒部を備
え周面が前記被掃除面に接触する車輪部と、
前記車軸を覆って前記軸支筒部に回転自在に軸支され前記車輪部より径小の小輪部とを備
えた
ことを特徴とする電気掃除機の吸込口体。
【請求項２】
被掃除面と対向する面に吸込口を開口するケース体と、
このケース体に設けられ前記被掃除面上を走行可能に車輪を回転自在に配設する車輪室と
を備え、
前記車輪は、
軸方向の少なくとも一端が前記ケース体に取り付けられる車軸と、
この車軸に回転自在に軸支され周面が前記被掃除面に接触する車輪部と、
前記車軸を覆って前記車軸に回転自在に軸支され前記車輪部より径小の小輪部と、
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この小輪部を前記車輪室の内面に押し付ける付勢手段とを備えた
ことを特徴とする電気掃除機の吸込口体。
【請求項３】
付勢手段は、車輪部の小輪部側の端面に設けられた凹部と、小輪部の前記車輪部に対向す
る端面に設けられ先端部が前記凹部内に挿入可能な略円錐状に形成され前記凹部の縁に当
接して前記小輪部を車輪室の内面に押し付ける傾斜面を有する円錐部とを備えた
ことを特徴とする請求項２記載の電気掃除機の吸込口体。
【請求項４】
小輪部は、車輪室の内面に対向する端部縁に外方に向けて突出するフランジ部が設けられ
た
ことを特徴とする請求項１ないし３いずれか一記載の電気掃除機の吸込口体。
【請求項５】
掃除機本体と、
この掃除機本体に接続される請求項１ないし４いずれか一記載の電気掃除機の吸込口体と
を具備したことを特徴とする電気掃除機。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、車輪を回転自在に軸支する電気掃除機およびその吸込口体に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、電気掃除機の吸込口体には、床面上で走行されることから車輪が回転自在に軸支さ
れている。ところで、吸込口体は掃除性の面から小型なものであるので、吸込口体の車輪
は電気掃除機本体の車輪の回転軸の位置に比して床面に近い回転軸で回転自在に軸支され
る。そして、塵埃を含んだ吸込風に面することと相俟って車輪を回転自在に軸支する車軸
に糸ごみなどが絡み付きやすく、車輪の端面と車輪室の内壁面との間に噛み込んで、車輪
が回転できなくなるおそれがある。
【０００３】
そこで、従来の電気掃除機の吸込口体としては、例えば特開平６－１４８５２号公報に記
載の構成が知られている。
【０００４】
この特開平６－１４８５２号公報に記載の電気掃除機の吸込口体は、下面に吸込口を開口
し走行方向に対して横長のケース体内に、長手方向に沿って軸方向を有するシャフトを回
転自在に軸支している。そして、シャフトの一端には、電動機の出力プーリに無端ベルト
を介して係合するプーリが設けられ、電動機の駆動により回転する。また、シャフトには
、周面が床面に接地して電動機の駆動によりシャフトとともに回転する走行輪が設けられ
ているとともに、この走行輪に隣接して従動輪が回転自在に軸支されている。そして、従
動輪の走行輪側の端面には、径小で同軸上に突出し先端に外方に向けてフランジが設けら
れてスリップリングを介して走行輪の端面に当接する円筒状の小輪部が一体的に設けられ
、走行輪と従動輪との間からシャフトに糸ごみなどが絡み付くのを防止し、糸ごみなどが
小輪部に絡まっても回転自在の従動輪とともに回転させることにより容易に除去可能な構
成が採られている。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、この特開平６－１４８５２号公報に記載の電気掃除機の吸込口体では、小
輪部を従動輪に一体に設けているため、例えば小輪部に絡み付いた糸ごみなどを取り除く
際には従動輪とともに小輪部を回転させて除去する必要があり、除去作業が煩雑となる。
【０００６】
そこで、従動輪と小輪部とを別体として、小輪部に絡み付く糸ごみなど取り除く際には小
輪部のみを回転させることも考えられる。しかしながら、従動輪と小輪部とを別体に形成
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した場合、従動輪と小輪部との間からシャフトに糸ごみなどが絡み付いて従動輪の回転に
支障をきたすおそれがある。
【０００７】
本発明は、上記問題点に鑑みなされたもので、絡み付く糸ごみなどにより従動輪の回転が
損なわれることを防止するとともに絡み付いた糸ごみなどの除去が容易な電気掃除機およ
びその吸込口体を提供することを目的とする。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
請求項１記載の電気掃除機の吸込口体は、被掃除面と対向する面に吸込口を開口するケー
ス体と、このケース体に設けられ前記被掃除面上を走行可能に車輪を回転自在に配設する
車輪室とを備え、前記車輪は、軸方向の少なくとも一端が前記ケース体に取り付けられる
車軸と、この車軸に回転自在に軸支され、軸方向の端部に略同軸上に一体に突出する軸支
筒部を備え周面が前記被掃除面に接触する車輪部と、前記車軸を覆って前記軸支筒部に回
転自在に軸支され前記車輪部より径小の小輪部とを備えたを備えたものである。
【０００９】
そして、車軸に回転自在に軸支される車輪部の軸方向の端部に同軸上に軸支筒部を一体に
突設し、この軸支筒部に車軸を覆って回転自在に車輪部より径小の小輪部を軸支するため
、車輪部と小輪部とが互いに独立して回転可能となり、例えば小輪部に糸ごみなどが絡み
付いても小輪部のみ車輪部に対して回転させて取り除き可能で絡み付く糸ごみなどの除去
が容易となるとともに、車輪部および小輪部間に糸ごみなどが入り込んでも軸支筒部に絡
み付いて車軸には絡み付かないので、車輪部の回転が損なわれることを防止する。
【００１０】
請求項２記載の電気掃除機の吸込口体は、被掃除面と対向する面に吸込口を開口するケー
ス体と、このケース体に設けられ前記被掃除面上を走行可能に車輪を回転自在に配設する
車輪室とを備え、前記車輪は、軸方向の少なくとも一端が前記ケース体に取り付けられる
車軸と、この車軸に回転自在に軸支され周面が前記被掃除面に接触する車輪部と、前記車
軸を覆って前記車軸に回転自在に軸支され前記車輪部より径小の小輪部と、この小輪部を
前記車輪室の内面に押し付ける付勢手段とを備えたものである。
【００１１】
そして、車軸に回転自在に車輪部を軸支するとともに車輪部より径小の小輪部を車軸を覆
って回転自在に軸支し、付勢手段により小輪部を車輪室の内面に押し付けるため、例えば
小輪部に糸ごみなどが絡み付いても小輪部のみ回転させて取り除き可能で絡み付く糸ごみ
などの除去が容易となるとともに、小輪部と車輪室の内面との間に糸ごみなどが入り込ん
で車軸に絡み付くことを防止する。
【００１２】
請求項３記載の電気掃除機の吸込口体は、請求項２記載の電気掃除機の吸込口体において
、付勢手段は、車輪部の小輪部側の端面に設けられた凹部と、小輪部の前記車輪部に対向
する端面に設けられ先端部が前記凹部内に挿入可能な略円錐状に形成され前記凹部の縁に
当接して前記小輪部を車輪室の内面に押し付ける傾斜面を有する円錐部とを備えたもので
ある。
【００１３】
そして、小輪部の車輪部に対向する端面に、車輪部の小輪部側の端面に設けた凹部内に挿
入可能な略円錐状で凹部の縁に当接することにより小輪部を車輪室の内面に押し付ける傾
斜面を有した円錐部を設けるため、ばね部材などの別部材を用いることなく簡単な構成で
車輪が接地した状態では小輪部が車輪室の内面に押し付けられて車軸に糸ごみが絡み付く
ことを防止する。
【００１４】
請求項４記載の電気掃除機の吸込口体は、請求項１ないし３いずれか一記載の電気掃除機
の吸込口体において、小輪部は、車輪室の内面に対向する端部縁に外方に向けて突出する
フランジ部が設けられたものである。
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【００１５】
そして、小輪部の車輪室の内面に対向する端部縁に外方に向けて突出するフランジ部を設
けるため、簡単な構成で小輪部に絡み付く糸ごみが小輪部から車輪室の内面との間に落ち
込んで車軸に絡み付くことを防止する。
【００１６】
請求項５記載の電気掃除機は、掃除機本体と、この掃除機本体に接続される請求項１ない
し４いずれか一記載の電気掃除機の吸込口体とを具備したものである。
【００１７】
そして、絡み付く糸ごみなどにより従動輪の回転が損なわれることを防止するとともに絡
み付いた糸ごみなどの除去が容易にできる請求項１ないし４いずれか一記載の電気掃除機
の吸込口体を備えるため、掃除性および保守管理性が向上する。
【００１８】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施の一形態を示す電気掃除機の構成を図面を参照して説明する。
【００１９】
図２において、１は掃除機本体で、この掃除機本体１は、上面を開口した下部本体ケース
2a、および、この下部本体ケース 2aの後部上面を閉塞する上部本体ケース 2bが、前面を含
む周縁にバンパ３を挟持して接合されて前側上面を開口した本体ケース２を有している。
そして、掃除機本体１は、本体ケース２の前側上面を開閉自在に閉塞する蓋体４を回動自
在に軸支している。
【００２０】
また、本体ケース２は、進行方向の前側下面に図示しない旋回自在の旋回輪が取り付けら
れ、本体ケース２の後側側面に大径の従動輪６が回転自在に設けられ、掃除機本体１は旋
回輪と従動輪６とにて被掃除面である床面上を走行可能となっている。さらに、本体ケー
ス２の上部には、上下方向に摺動可能なハンドル７が設けられている。
【００２１】
そして、掃除機本体１内には、図示しない電動送風機が収容される電動送風機室が後側に
区画形成され、この電動送風機の吸込側に連通しかつ上方が開放して蓋体４にて開閉され
集塵フィルタを収容する図示しない集塵室が前側に区画形成されている。さらに、掃除機
本体１の前側には、集塵室に臨んで開口しホース８が着脱可能に接続される接続口９が形
成されている。
【００２２】
また、ホース８は、可撓なホース本体 11と、このホース本体 11の一端に設けられ掃除機本
体１の接続口９に着脱可能に差し込み接続される接続管 12と、ホース本体 11の他端に設け
られ延長管 13を介して吸込口本体 14が接続される把持部 15とにて構成されている。そして
、把持部 15には、電動送風機の駆動状態を設定操作する各種スイッチ 16， 16を有した操作
手段 17が配設されている。
【００２３】
一方、吸込口本体 14は、図２ないし図１４に示すように、前後方向である走行方向に対し
て横長で、アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン（ＡＢＳ）樹脂などの合成樹脂製の
上面を開口した下部ケース 21と、この下部ケース 21の上部に上面の開口を覆い同材質の下
面を開口する上部ケース 22とが、下部ケース 21および上部ケース 22の前面を含む周面に沿
って軟質部材の緩衝体 23を挟持して結合固定されて、後部略中央が後方に向けて突出する
凸字状のケース体 24を備えている。
【００２４】
そして、下部ケース 21は上面に略垂直にリブ部 25を有し、ケース体 24はリブ部 25により横
長矩形状の吸込部 26とこの吸込部 26の後部略中央に後方に一対突出する軸支部 27， 27とに
て凸字状に形成されている。また、吸込部 26内には、リブ部 25により、前側に横長に位置
し下部ケース 21の下面に吸込口 30が開口形成された吸込室 31と、この吸込室 31の後部略中
央に連通して区画形成された風路室 32と、吸込室 31の長手方向の一端側に区画形成された

10

20

30

40

50

(4) JP 3797461 B2 2006.7.19



駆動室 33と、風路室 32の駆動室 33側に一方の軸支部 27に亘って区画形成された回路室 34と
、風路室 32の他側に他方の軸支部 27に亘って区画形成された床面検出室 35とが設けられて
いる。そして、ケース体 24の吸込室 31の駆動室 33と反対側の端部下面は下方に向けて開口
し、この開口に閉塞板 36が装着具 37にて着脱可能に取り付けられている。
【００２５】
さらに、下部ケース 21の下面には、駆動室 33の下面に位置してケース体 24の側方外部と吸
込室 31とを連通するリーク口となる凹溝状の第１の連通凹部 38が設けられているとともに
、吸込室 31の両端側後部に位置してケース体 24の後方外部と吸込室 31とを連通するリーク
口となる凹溝状の第２の連通凹部 39が設けられている。
【００２６】
また、下部ケース 21の下面には、前側両端部に位置して側方に向けてブラシ毛 41が植設さ
れた掃除体としてのブラシ体 42が設けられている。さらに、下部ケース 21の下面には、駆
動室 33の下面後部に位置して前方に向けて起毛が植設された布部材にて形成された掃除体
としての清掃体 43が設けられている。
【００２７】
一方、上部ケース 22は、下部ケース 21の前側である吸込室 31の略上面を覆う断面略円弧状
のケース蓋体 45と、このケース蓋体 45の上面後部縁を覆うように間隙を介して着脱可能に
取り付けられる吸気蓋部 46と、下部ケース 21の後側を軸支部 27， 27に亘って覆うケース覆
部 47とを備えている。そして、吸気蓋部 46の前面にはリーク口としての機能も有する吸気
口 48が、ケース体 24の長手方向に沿って複数、例えば２箇所開口形成され、吸気口 48はケ
ース蓋体 45との間隙が吸気風路 49となって吸込室 31に連通する。
【００２８】
さらに、ケース体 24には、下部ケース 21および上部ケース 22に後部略中央で軸支部 27， 27
間に位置して挟持固定され風路室 32を区画する連結管部 51が設けられている。この連結管
部 51は、軸方向の一端側にラッパ状に拡開する吸込ラッパ部 52が設けられ、他端側に略円
筒状の連結吸込管部 53が設けられた管状の吸込管部 54を有し、この吸込管部 54の略中間で
ある吸込ラッパ部 52と連結吸込管部 53との間にフランジ状に突出し下部ケース 21および上
部ケース 22に挟持される連結鍔部 55を設けている。そして、連結管部 51は、吸込管部 54の
吸込ラッパ部 52が吸込室 31内に向けて開口するように吸込ラッパ部 52の周縁および連結鍔
部 55が下部ケース 21および上部ケース 22に挟持されて取り付けられる。なお、吸込管部 54
の吸込ラッパ部 52の外周、連結鍔部 55および下部ケース 21との間には、回路室 34と床面検
出室 35とを連通し図示しない電線が配線される電線配線通路 58が区画形成される。
【００２９】
また、連結鍔部 55には、吸込管部 54の外周側に沿って円弧状に図示しないリード線が挿通
される電線挿通孔 61が設けられている。なお、この電線挿通孔 61の縁は、リード線が接触
してもリード線を損傷しないように面取り加工されている。また、吸込管部 54の連結吸込
管部 53の外周面には、外方に突出する回転規制突部が突設されている。
【００３０】
そして、下部ケース 21の前部両端側には、従動前輪 63a が回転自在に前輪シャフト 63b に
て軸支された従動前輪室 64が形成されている。また、下部ケース 21の一対の軸支部 27， 27
には、それぞれ車輪である従動後輪 65が回転自在に軸支された車輪室である従動後輪室 66
が形成されている。なお、従動後輪室 66の側壁面 66a ， 66a は、略平行な平面でかつ床面
に載置した状態で床面に対して略垂直面となるように形成されている。
【００３１】
この従動後輪 65は、図１および図１５に示すように、軸方向の両端が従動後輪室 66の左右
方向に対向する側壁面 66a ， 66a に回転可能に軸支された車軸である後輪シャフト 67と、
この後輪シャフト 67が嵌挿されて回転自在に軸支された車輪部としての後輪部 68を備えて
いる。この後輪部 68は、中心軸に後輪シャフト 67が回転自在に嵌挿される軸受け孔 68a を
有している。そして、後輪部 68の軸方向の両端面には、軸受け孔 68a に内周面が連続し後
輪部 68の外径より径小で円筒状の軸支筒部 68b が略同軸上に一体に設けられている。なお
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、一方の軸支筒部 68b の先端から他方の軸支筒部 68b の先端までの距離は、従動後輪室 66
の左右方向に対向する側壁面 66a ， 66a 間の距離と略同寸法もしくは若干短い寸法に形成
されている。さらに、後輪部 68の軸方向の両端面には、軸支筒部 68b より外周側に位置し
て円周凹溝状の係合溝状部 68c がそれぞれ設けられている。また、軸支筒部 68b には、略
円筒状で後輪部 68の外径より径小で軸方向の寸法が軸支筒部 68b の軸方向の長さ寸法と略
同寸法に形成された小輪部 69が回転自在に軸支されている。
【００３２】
そして、小輪部 69は、軸方向の一端の外周縁に外方に向けて突出するフランジ部 69a が設
けられている。また、小輪部 69の軸方向の他端には、略同軸上に円筒状で後輪部 68の係合
溝状部 68c に回転自在に嵌挿係合する係合筒部 69b が一体に設けられている。そして、小
輪部 69は、フランジ部が 69a が設けられた端面が略平面に形成され、軸支筒部 68b に軸支
された状態で従動後輪室 66の側壁面 66a に略平行で側壁面 66a に面にて接触する。
【００３３】
また、従動後輪 65の後輪部 68には、外周面に起毛を有した布などの柔軟部材やゴムなどの
弾性部材である保護シート 68d が設けられている。
【００３４】
そして、ケース体 24は、従動前輪 63a と従動後輪 65とにて被掃除面である床面上を走行可
能になっている。
【００３５】
また、ケース体 24の後部中央には、一対の軸支部 27， 27間に位置して連通管 71が配設され
ている。この連通管 71は、ケース体 24に配設された連結管部 51の吸込管部 54の連結吸込管
部 53に回転自在に嵌着される継手部 72と、一端を他端が上下方向に回動自在に継手部 72に
軸支される連通管部 73とを備えている。
【００３６】
そして、連通管部 73は、一端側が屈曲する略円筒状の筒状部 74と、この筒状部 74の一端に
設けられた連通回動部 75とにて構成されている。また、筒状部 74の屈曲する側の外周面に
は、軸方向に長手状のカバー部 76が内部に配線室 77を区画形成して図示しないねじなどに
て取付固定されている。
【００３７】
一方、連通回動部 75は、筒状部 74の軸方向に対して直交方向である左右方向に軸方向を有
する略半円筒状で筒状部 74の一端側に一体的に設けられた回動筒部 80と、この回動筒部 80
内に一体に設けられ筒状部 74の内面から内面が拡開するようにラッパ状に形成されたラッ
パ部 81とを有し、回動筒部 80の内面からラッパ部 81の外面の空間部分に略放射状に補強リ
ブ 82が一体に設けられている。そして、連通回動部 75には、補強リブ 82の中心位置、すな
わち回動筒部 80の両端面位置に略同軸上に略円筒状の回転軸 84がそれぞれ一体に設けられ
ている。さらに、連通回動部 75のラッパ部 81が拡開する上下縁近傍で回動筒部 80の軸方向
に沿った縁には、外方に向けて壁状に突出する抜止爪部 85が突設されている。そして、回
動筒部 80の外周面には、軸方向に沿って壁状で継手部 72に当接して回動規制される回動規
制リブ 86が突設されている。
【００３８】
また、連通回動部 75には、筒状部 74が接続する基端位置に回動筒部 80とラッパ部 81との間
の空間部分に連通する配線開口部 88が開口形成されているとともに、一方の回転軸 63、す
なわち回路室側に位置する回転軸 63には、軸方向に亘って配線切込部 89が切欠形成されて
いる。
【００３９】
さらに、連通管部 73には、カバー部 76に一体に設けられ筒状部 74の外周面の一部を覆い内
部がカバー部 76内の配線室 77および回動筒部 80とラッパ部 81との間の空間部分に連通する
配線経路室 91を区画形成する配線カバー部 92が配設される。この配線カバー部 92は、カバ
ー部 76に一連に設けられ筒状部 74の外周面の一部を覆うカバー覆い部 93を有し、このカバ
ー覆い部 93の一側縁には回動筒部 80の一端側、すなわち配線切込部 89が設けられた回転軸
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84が位置する側を、回動筒部 80とラッパ部 81との間の空間部分を覆って閉塞する扇部 94が
設けられている。さらに、扇部 94には、回転軸 84の外周曲率と同様に円弧状に突設されて
回転軸 84の配線切込部 89に係合して閉塞する軸蓋部 95が設けられ、この軸蓋部 95が配線切
込部 89に係合することにより回転軸 84は略円筒状に構成される。
【００４０】
そして、カバー部 76の連通回動部 75側の上面には、連通管部 73の軸方向を前後方向に沿っ
て位置する状態で、水平方向に突出する一対の係止鍔部 97， 97が一対突設されている。こ
れら係止鍔部 97， 97は、図１１および図１２に示すように、連通管部 73の軸方向を吸込口
本体 14の下面である水平方向に沿って位置する状態で、ケース体 24の軸支部 27， 27の先端
上面に設けられた引っ掛け爪部 98， 98にそれぞれ係合可能となっている。
【００４１】
さらに、連通管部 73には、軸方向を前後方向に沿って位置する状態で水平方向に沿った径
方向の位置に、軸方向に沿った壁状の係止爪部 99が一対突設されている。そして、これら
係止爪部 99， 99は、図１３および図１４に示すように、連通管部 73をケース体 24の長手方
向に沿って位置する状態で、ケース体 24の軸支部 27， 27の先端上面に設けられた引っ掛け
爪部 98にそれぞれ係合可能となっている。
【００４２】
一方、継手部 72は、連結管部 51の吸込管部 54を嵌合して回転自在に保持される風路管部と
しての内管部 101 およびこの内管部 101 に同軸上に径大の接続管部としての外管部 102 を
有し、内管部 101 および外管部 102 の間に間隙 103 を有した二重管部 104 と、この二重管
部 104 の一端縁半周に略半球状に突設された上継手部 105 と、この上継手部 105 の下面を
覆ってねじ止めなどにより一体的に取り付けられる略半球状の下継手部 106 とにて構成さ
れている。そして、内管部 101 の内面には、略半周に亘って壁状に突出し端部に連結管部
51の回転規制突部が当接する図示しない回転規制リブが突設され、連結管部 51に対して継
手部 72が略１８０°の角度範囲で回動自在に軸支される。
【００４３】
さらに、上継手部 105 および下継手部 106 には、それぞれ対向して先端部が接合する上下
方向に壁状に突設された略平行に一対の区画リブ 110 ， 110 がそれぞれ設けられ、これら
区画リブ 110 ， 110 にて連通管部 73の連通回動部 75を収容する風路空間部 111 と、この風
路空間部 111 の左右方向にそれぞれ区画形成された一対の内室 112 ， 112 とが区画形成さ
れている。また、区画リブ 110 ， 110 には、接合する縁に略半円状に切欠部 114 ， 114 が
対向してそれぞれ切り欠き形成され、これら切欠部 114 ， 114 にて連通管部 73の回転軸 84
， 84をそれぞれ回転自在に軸支する略円形の軸受孔 115 ， 115 を構成する。
【００４４】
そして、配線切込部 89が設けられた回転軸 84を軸支する軸受孔 115 側の内室 112 には、二
重管部 104 の間隙 103 に連通する連通挿通孔 117 が設けられている。また、この連通挿通
孔 117 が設けられた側の区画リブ 110 には、切欠部 114 の一部が切り欠かれて内室 112 と
風路空間部 111 とを連通する連通切欠部 118 が設けられている。そして、カバー部 76内の
配線室 77は、配線カバー部 92内の配線経路室 91、配線開口部 88、回動筒部 80とラッパ部 81
との間の空間部分、配線切込部 89、回転軸 84の内周、連通切欠部 118 、内室 112 、連通挿
通孔 117 、二重管部 104 の間隙 103 、連結管部 51の電線挿通孔 61を介してケース体 24内の
回路室 34に連通する。
【００４５】
また、上継手部 105 および下継手部 106 には、風路空間部 111 に位置する部分で対向する
位置に略コ字状に切欠形成された上切欠部 120 および連通管部 73の回動規制リブ 86が当接
する下切欠部 121 がそれぞれ設けられ、これら上切欠部 120 および下切欠部 121 により連
通管部 73が上下方向へ回動するための逃げ部分となっている。
【００４６】
そして、連通管 71には、一端に連通管部 73のカバー部 76から先端部分が突出して配設され
延長管 13の端部に設けられた図示しないコネクタに接続される端子ピン 125 が設けられた

10

20

30

40

50

(7) JP 3797461 B2 2006.7.19



リード線が、他端側を配線室 77内から配線カバー部 92内の配線経路室 91、配線開口部 88、
回動筒部 80とラッパ部 81との間の空間部分、配線切込部 89、回転軸 84の内周、連通切欠部
118 、内室 112 、連通挿通孔 117 、二重管部 104 の間隙 103 、連結管部 51の電線挿通孔 61
を介してケース体 24内の回路室 34内に配設されている。なお、連通管 71は、連通管部 73の
筒状部 74が延長管 13およびホース８を介して掃除機本体１に着脱自在に接続され、吸込口
30が掃除機本体１の接続口９に連通する。
【００４７】
さらに、ケース体 24内には、吸込室 31の左右方向の両端部に位置して設けられた図示しな
い軸受により回転自在に軸支された回転体としての回転清掃体 130 が配設されている。こ
の回転清掃体 130 は、シャフト 131 と、このシャフト 131 の一端部に回転自在に設けられ
軸受に係脱可能に装着される軸支部材 132 と、シャフト 131 の他端部に一体的に設けられ
たプーリ 133 と、シャフト 131 に螺旋状に設けられた凹溝状のブレード取付溝 134 、この
ブレード取付溝 134 に一縁が取り付けられシャフト 131 の外周面に壁状でスパイラル状に
設けられ、先端側が一側に湾曲した清掃部材としてのブレード 135 および一面側である回
転清掃体 130 が回転する方向の面に起毛が設けられた布ブレード 136 を有したブレード部
137 とを備えている。なお、図１、図２、図６および図７は、説明の都合上ブレード 135 
および布ブレード 136 を直線状に示した。また、ブレード 135 の先端縁には、湾曲する方
向と反対側に膨出して肉厚となる叩き部 138 が設けられている。
【００４８】
そして、回転清掃体 130 は、吸込口 30に臨んで下端が従動前輪 63a および従動後輪 65にて
形成される平面より上方に位置し、平坦な床面である板の間には接触せず吸込口 30に入り
込む凹凸のある床面である絨毯にはブレード 135 が接触し、布ブレード 136 は従動前輪 63
a および従動後輪 65にて形成される平面より下方に位置し、板の間に接触してフローリン
グするように配設される。
【００４９】
また、ケース体 24の駆動室 33内には、回転清掃体 130 を回転させる駆動手段 147 が設けら
れている。この駆動手段 147 は、モーターケース 148 と、このモータケース 148 に収容さ
れた電動モータ 149 と、回転清掃体 130 のプーリ 133 に係脱可能に係合する図示しない回
転伝達部材とを備えている。
【００５０】
一方、ケース体 24の回路室 34内には、電動モータ 149 を給電線 150 にて接続して電動モー
タ 149 の駆動状態を制御する図示しない制御回路を搭載しリード線および電線が接続され
る回路基板 163 が配設されている。そして、この回路室 34が、リード線の弛み分を収容す
るリード線収容室となる。なお、弛むリード線 60が位置する部分にはリード線 60が引っ掛
かる突起などがないようにする。すなわち、例えば回路基板 163 に取り付けられる電気部
品は、プリント基板の一面側にのみ設け、この一面側を下方に向けて配設するようにし、
回路基板 163 の上面には電気部品のリード線や半田付け部分などが突出しないようにする
とよい。
【００５１】
また、床面検出室 35内には、回路基板 163 に電線配線通路 58を介して配線した電線 57にて
接続される床面検知手段 165 が配設されている。この床面検知手段 165 は、回転自在の車
輪 166 を有し軸部材 167 にて車輪を軸支する側を回動自在に軸支される車輪受け 168 と、
この車輪受け 168 を常時下方に付勢してケース体 24の下面から車輪 166 を進退可能に突出
させるトーションばねや板ばねなどの図示しない付勢手段と、車輪 166 の下端が所定位置
、例えば従動前輪 63a および従動後輪 65にて形成される平面より下方に突出したことを検
知する検知スイッチ 169 とを備えている。そして、床面検知手段 165 は、車輪 166 の下端
が従動前輪 63a および従動後輪 65にて形成される平面より下方に突出したことを検知スイ
ッチ 169 にて検知すると、回路基板 163 の制御回路にて電動モータ 149 の駆動を停止させ
る制御をする。
【００５２】
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さらに、上部ケース 22の吸気蓋部 46の駆動室 33側の端部には、電動モータ 149 が駆動して
いる際に点灯する回路基板 163 に接続された図示しない発光ダイオードなどの点灯部材が
臨む表示窓部 170 が設けられている。
【００５３】
次に、上記実施の形態の動作について説明する。
【００５４】
掃除を行う際、掃除機本体１に延長管 13およびホース８を介して吸込口本体 14を接続する
。この接続により、吸込口本体 14の端子ピン 125 が延長管 13の図示しないコネクタに接続
され、吸込口本体 14内の電動モータ 149 が、給電線 150 、回路基板 163 、リード線、延長
管 13およびホース８に設けられた図示しない電源線を介して掃除機本体１に電気的に接続
されて、電源が供給される。この状態で、ホース８の把持部 15を持って操作手段 17のスイ
ッチ 16の操作により、適宜電動送風機を所望の駆動状態で駆動させるとともに電動モータ
149 を駆動させる。この電動モータ 149 の駆動の際、上部ケース 22の表示窓部 170 を介し
て点灯部材の点灯が認識され、電動モータ 149 が駆動していることを表示する。
【００５５】
この電動送風機の駆動により、電動送風機の負圧側に連通する吸込室 31内が負圧となって
吸気口 48から吸気され、この吸気された吸気流が回転清掃体 130 のブレード 135 および布
ブレード 136 に当たって回転清掃体 130 を回転させる。この吸気流は、回転清掃体 130 の
ブレード 135 および布ブレード 136 に略垂直に吹き付けられた後、回転清掃体 130 の軸方
向に沿うようにケース体 24の中心の風路室 32に向けて集まるように回転清掃体 130 の回転
に長い距離で作用して回転トルクを増大させつつ連通管 71に流れる。また、電動モータ 14
9 の駆動により、回転伝達部材を介して回転清掃体 130 が回転する。このように、吸気流
による回転と電動モータ 149 の駆動による回転とにて、回転清掃体 130 は大きなトルクで
回転する。
【００５６】
そして、ホース８の把持部 15を押動して吸込口本体 14を床面上で前後に走行させる。なお
、床面上を吸込口本体 14が走行する際には、連通管 71の軸方向は吸込口本体 14の走行方向
である前後方向に沿った状態である第１の掃除形態となる。
【００５７】
この吸込口本体 14の床面上での走行により、床面が絨毯などの場合、回転する回転清掃体
130 のブレード 135 の叩き部 138 が床面に衝突して塵埃を叩き出すとともにブレード 135 
が掻き出しあるいは掃き取りして掻き取り、塵埃を吸込口 30から吸い込む。また、床面が
板の間や畳などの比較的に平坦な場合、回転する回転清掃体 130 の布ブレード 136 が床面
を磨きつつ床面上の塵埃を掃き取り、吸込口 30から吸い込む。さらに、吸込口 30が開口し
ないケース体 24の下面の位置では、ブラシ体 42および清掃体 43が床面から塵埃を掻き出し
あるいは掃き取りして掻き取る。なお、清掃体 43は、起毛が前進方向に向けて植設されて
いるので、ホース８の把持部 15を持って吸込口本体 14を押動して前進させる際、起毛が逆
毛となって塵埃を効率よく掻き出す。また、吸込口本体 14の後退時には、吸込口本体 14が
持ち上げられるような力が作用するので、清掃体 43が床面を磨くように塵埃を掃き取る。
【００５８】
また、吸込口本体 14の側方、特に駆動室 33により吸込口 30までの距離が長くなる一側の塵
埃は第１の連通凹部 38を介して吸込口 30に吸い込まれる。さらに、ブラシ体 42および清掃
体 43にてこれらの間が吸込口に連通する風路となり、駆動手段 147 が位置する部分でも負
圧が増大し、一側からでも効率よく吸塵される。
【００５９】
そして、空気とともに吸い込んだ塵埃は、延長管 13およびホース８を介して掃除機本体１
の集塵室に流入して捕捉する。
【００６０】
一方、家具の間などの比較的狭い隙間を掃除、すなわち横長の吸込口本体 14が走行できな
い幅寸法の床面を掃除する場合には、図２５および図２６に示すように、連通管 71の軸方
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向が吸込口本体 14の長手方向に沿うように連通管 71を回動し、連通管 71の係止爪部 99をケ
ース体 24の引っ掛け爪部 98に係合させて連通管 71の回動を規制して吸込口本体 14を長手方
向が走行方向となるように掃除形態を可変して第２の掃除形態にする。そして、この状態
で家具の間などの隙間部分に吸込口本体 14を滑り込ませるようにして掃除する。
【００６１】
また、家具の下などの比較的高さが低い場所を掃除、すなわちケース体 24の高さ寸法より
高くケース体 24は入り込めるが連通管 71や延長管 13がぶつかってしまう場所を掃除する場
合、図２７および図２８に示すように、連通管 71の軸方向が吸込口本体 14の下面である水
平方向に沿うように連通管 71を回動し、連通管 71の係止鍔部 97をケース体 24の引っ掛け爪
部 98に係合させて連通管 71の回動を規制して掃除形態を可変して第３の掃除形態にする。
そして、この状態で家具の下などの隙間部分に吸込口本体 14を滑り込ませるようにして掃
除する。
【００６２】
なお、掃除形態を第１の掃除形態から第２の掃除形態あるいは第３の掃除形態に可変する
際、リード線を挿通する連結管部 51の電線挿通孔 61と継手部 72の連通挿通孔 117 とが対向
しなくなり、電線挿通孔 61および連通挿通孔 117 間の距離が長くなる。この距離が長くな
る分のリード線が、回路室 34から引き出されるように移動し、リード線が断線することは
ない。また、再び掃除形態が第１の掃除形態に可変する場合には、電線挿通孔 61および連
通挿通孔 117 が対向してこれらの距離が短くなり、リード線の余剰分はリード線自体の剛
性により再び回路室 34内に収容される。
【００６３】
そして、掃除の中断によりホース８を床面上においた場合、あるいは吸込口 30に閉塞した
塵埃の除去、回転清掃体 130 や従動前輪 63a 、従動後輪 65に絡み付いた糸ごみなどの除去
のために、吸込口本体 14の下面が床面から離間すると、床面検知手段 165 が付勢手段の付
勢により車輪 166 が所定位置より突出、すなわち従動前輪 63a および従動後輪 65にて形成
される平面より下方に突出したことを検知スイッチ 169 にて検知して床面を検知しなくな
ると、回路基板 163 の制御回路が吸込口本体 14の下面が床面から離間して床面を検知しな
いと判断して電動モータ 149 の駆動を停止させる。そして、吸込口本体 14の下面が床面か
ら離間することにより吸込室 31内の負圧も小さくなり、吸気口 48からの吸気量も低減する
。この電動モータ 149 の駆動停止および吸気量の低減により、回転清掃体 130 の回転は停
止する。
【００６４】
ここで、掃除のため吸込口本体 14を床面上で走行させる場合、軸支位置が塵埃の滞積する
床面に最も近い位置である従動後輪 65に糸ごみや髪の毛などが絡み付きやすい。このため
、小径の小輪部 69の外周面に絡み付くので、この小輪部 69に絡み付いた糸ごみや髪の毛な
どを小輪部 69を回転しつつ取り除く。
【００６５】
なお、小輪部 69の端面と従動後輪室 66の側壁面 66a とは平行で面にて略接触するため、糸
ごみなどが入り込みにくくなっており、後輪シャフト 67に絡み付くことはほとんどない。
【００６６】
上述したように、後輪シャフト 67に回転自在に軸支される後輪部 68の軸方向の端面に同軸
上に軸支筒部 68b を一体に突設し、この軸支筒部 68b に後輪部 68および従動後輪室 66の側
壁面 66a 間の後輪シャフト 67を略覆って回転自在に後輪部 68より径小の小輪部 69を軸支す
るため、後輪部 68と小輪部 69とが互いに独立して回転可能となり、例えば小輪部 69に糸ご
みなどが絡み付いても小輪部 69のみ回転させて取り除きでき絡み付く糸ごみなどの除去が
容易にできるとともに、後輪部 68および小輪部 69間に糸ごみなどが入り込んでも軸支筒部
68b に絡み付いて後輪シャフト 67には絡み付かないので、後輪部 68の回転が損なわれるこ
とを防止でき、掃除性および保守管理性を向上できる。
【００６７】
また、小輪部 69の従動後輪室 66の側壁面 66a に対向する端部縁にフランジ部 69a を突設し
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たため、簡単な構成で小輪部 69に絡み付く糸ごみなどが小輪部 69から従動後輪室 66の側壁
面 66a との間に落ち込んで後輪シャフト 67に絡み付くことを防止できる。
【００６８】
さらに、外周面に走行の際の騒音の発生を抑制したり床面の傷付きを防止するなどのため
に設けられる起毛を有した布などの柔軟部材にて形成した保護シート 68d を設けた従動後
輪 65に小輪部 69を設けるので、糸ごみなどが絡み付きやすい保護シート 68d が設けられて
いても後輪シャフト 67に糸ごみなどが絡み付かないので、走行性が損なわれることを防止
できる。
【００６９】
なお、上記実施の形態において、キャニスタ型の電気掃除機に限らず、吸込口本体 14が掃
除機本体１の下面に直接形成されたアップライト型、その他、掃除機本体１と吸込口本体
14とが一体化された自走式の電気掃除機などにも適用することができる。
【００７０】
また、継手部 72および連通管部 73にて軸方向がケース体 24の前後方向に沿う位置と長手方
向に沿う位置とに選択可能に回動自在の連通管 71を設けて説明したが、例えば単に連通管
部 73をケース体 24に回転自在に軸支した構成など、いずれの構成のものでもよい。
【００７１】
また、回転清掃体 130 を回転駆動させたが、例えば回転清掃体 130 の代わりに走行輪を回
転駆動させたり、回転清掃体 130 とともに走行輪を回転駆動させて吸込口本体 14の走行性
を向上させる構成としたり、回転清掃体 130 や走行輪などの回転体を備えない構成でもよ
い。さらに、回転清掃体 130 としては、１つに限らず複数回転駆動させてもよく、ブレー
ド 135 の他に、起毛を壁状に設けた回転ブラシや、布ブレードを設けたもの、ブラシや布
ブレード 136 、ブレード 135 を組み合わせたいずれの清掃部材を備えたものでもよい。
【００７２】
さらに、電動モータ 149 の駆動を回転清掃体 130 に伝達する構成としては、出力軸 155 と
軸方向で間隙を介して摺動可能でかつ周方向に係合して回転を伝達可能ないずれの構成で
もよく、回転体を備えない構成では電動モータ 149 やエアタービンなどの駆動手段を用い
なくてもよい。
【００７３】
そしてさらに、回転清掃体 130 は逆方向に回転する構成としてもよく、また、吸込口本体
14の走行方向に対応して回転方向を切り換え可能としてもよい。
【００７４】
さらに、余剰のリード線 60を回路室 34に収容して説明したが、駆動手段を用いない構成で
は、回路基板を設けなくてもよく、リード線を配線しない構成でもよい。
【００７５】
そして、駆動手段 147 が配設される位置に対してケース体 24の走行方向の前側下面および
後側下面にそれぞれブラシ体 42および清掃体 43を設けて説明したが、例えば駆動手段 147 
が位置する下面に設けたり、前後両側にブラシ体 42あるいは清掃体 43のみを設けてもよく
、これらブラシ体 42や清掃体 43を用いなくてもよい。
【００７６】
一方、吸気口 48を複数設けて説明したが、１つのみでもよく、吸気口 48を設けなくてもよ
い。
【００７７】
さらに、第１の連通凹部 38および第２の連通凹部 39は設けなくてもよい。
【００７８】
また、従動後輪 65に小輪部 69を設けて説明したが、車輪として従動前輪 63a に小輪部 69を
設けて糸ごみなどが車軸である前輪シャフト 63b に絡み付くことを防止する構成としても
よい。
【００７９】
次に、本発明の他の実施の形態を図１６を参照して説明する。
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【００８０】
この図１６に示す実施の形態は、上記図１ないし図１５に示す実施の形態の従動後輪 65に
付勢手段を設けたものである。
【００８１】
すなわち、図１６に示すように、従動後輪 65の後輪部 68の軸方向の両端面には、係合溝状
部 68c のみ設けられて軸支筒部 68b は設けられていない。また、小輪部 69は、中心軸に後
輪シャフト 67が回転自在に嵌挿する小輪軸受け孔 69c を有した略円筒状で、軸方向の一端
外周縁に外方に向けて突出するフランジ部 69a が設けられ、他端外周縁に略同軸上に円筒
状で後輪部 68の係合溝状部 68c に回転自在に嵌挿係合する係合筒部 69b が一体に設けられ
ている。さらに、小輪部 69の内周面には、係合筒部 69b が設けられる側に小輪軸受け孔 69
c より内径が径大の径大軸受け孔 69d が設けられている。そして、後輪シャフト 67に小輪
部 69が軸支されることにより、径大軸受け孔 69d の部分が付勢手段としてのコイルスプリ
ング 181 を収容するばね収容空間 182 となる。
【００８２】
そして、ばね収容空間 182 内に収容されるコイルスプリング 181 は、中心軸に後輪シャフ
ト 67が嵌挿されて軸支され、一端側が後輪部 68の一端面に当接し、他端側が径大軸受け孔
69d にて形成される小輪部 69の段部 69e に当接し、小輪部 69を後輪部 68に対して離間する
方向に付勢し、小輪部 69のフランジ部 69a が設けられた側の端面を従動後輪室 66の側壁面
66a に面にて押し付ける。
【００８３】
したがって、軸支位置が塵埃の滞積する床面に最も近い位置で糸ごみや髪の毛などが絡み
付きやすい従動後輪 65でも、小輪部 69が従動後輪室 66の側壁面 66a に面にて押し付けられ
て間隙が生じないため、塵埃が小輪部 69および従動後輪室 66の側壁面 66a 間の間隙から後
輪シャフト 67に絡み付くことを防止でき、後輪部 68の回転が規制されることを防止でき、
走行性が損なわれることがなく、掃除性および保守管理性を向上できる。
【００８４】
さらに、後輪部 68の係合溝状部 68c に回転自在に嵌挿係合する略円筒状の係合筒部 69b に
てコイルスプリング 181 の位置にも糸ごみが入り込んで絡み付くことを確実に防止できる
。
【００８５】
次に、本発明のさらに他の実施の形態を図１７および図１８を参照して説明する。
【００８６】
この図１７および図１８に示す実施の形態は、上記図１６に示す付勢手段としてのコイル
スプリング 181 の代わりに他の構成を設けたものである。
【００８７】
すなわち、図１７および図１８に示すように、後輪部 68の軸受け孔 68a は、後輪シャフト
67の径寸法より径大に形成され、後輪部 68は径方向に移動可能に軸支されている。また、
後輪部 68の軸方向の両端面には、軸受け孔 68a に略同軸上で軸受け孔 68a より径大の凹部
である係合凹部 185 が設けられている。
【００８８】
一方、小輪部 69は、中心軸に後輪シャフト 67が回転自在に嵌挿する小輪軸受け孔 69c を有
した略円筒状で、軸方向の一端外周縁に外方に向けて突出するフランジ部 69a が設けられ
、他端外周縁に先端に向けて次第に径小となる傾斜面 186 が設けられ、この傾斜面 186 が
設けられた部分が円錐部 187 となっている。なお、この円錐部 187 は、先端の径寸法が後
輪部 68の係合凹部 185 内に挿入可能に係合凹部 185 の内径より径小に形成されている。こ
れら傾斜面 186 を有する円錐部 187 と係合凹部 185 とにて付勢手段としての押圧手段 189 
が構成されている。
【００８９】
なお、従動後輪室 66の側壁面 66a ， 66a 間の距離は、後輪部 68の軸方向の幅寸法および２
つの小輪部 69の軸方向の幅寸法の和より短く、かつ後輪部 68の軸方向の幅寸法および２つ
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の小輪部 69の円錐部を含まない軸方向の幅寸法の和より長く形成されている。
【００９０】
そして、吸込口本体 14の下面が床面 190 から離間する状態では、図１８に示すように、後
輪部 68が小輪部 69の端部および円錐部 187 に乗り上げた状態で保持される。
【００９１】
また、掃除の際に吸込口本体 14を床面 190 上に載置すると、吸込口本体 14の自重により後
輪シャフト 67を介して後輪部 68が床面に押し付けられる状態となり、後輪部 68がケース体
24に対して相対的に上方に移動するように内周の軸受け孔 68a に後輪シャフト 67が当接す
る。
【００９２】
そして、上述したように、従動後輪 65と従動後輪室 66との寸法が所定の寸法関係に形成さ
れていることから、後輪部 68の移動により、後輪部 68が小輪部 69， 69間に落ち込むことな
く、係合凹部 185 の縁が小輪部 69の円錐部 187 の傾斜面 186 に当接し、離間する方向に押
し出されるように小輪部 69が移動され、小輪部 69のフランジ部 69a が設けられた側の端面
が従動後輪室 66の側壁面 66a に面にて押し付けられる。
【００９３】
このため、図１６に示す実施の形態と同様に、塵埃が小輪部 69および従動後輪室 66の側壁
面 66a 間の間隙から後輪シャフト 67に絡み付くことを防止でき、後輪部 68の回転が規制さ
れることを防止でき、走行性が損なわれることがなく、掃除性および保守管理性を向上で
きる。
【００９４】
そして、この図１７および図１８に示す構成では、図１６に示す別体のコイルスプリング
181 を用いた場合に比して部品点数が減少し、製造性を向上できるとともに、後輪部 68に
係合凹部 185 を設けるとともに小輪部 69に傾斜面 186 を有した円錐部 187 を設ける簡単な
構成で塵埃が小輪部 69および従動後輪室 66の側壁面 66a 間の間隙から後輪シャフト 67に絡
み付くことを防止でき、後輪部 68の回転が規制されることを防止でき、走行性が損なわれ
ることがなく、掃除性および保守管理性を向上できる。
【００９５】
【発明の効果】
請求項１記載の電気掃除機の吸込口体によれば、車輪部の軸方向の端部に一体に突設した
軸支筒部に、車軸を覆って回転自在に車輪部より径小の小輪部を軸支するため、車輪部と
小輪部とが互いに独立して回転可能で、例えば小輪部に糸ごみなどが絡み付いても小輪部
のみ車輪部に対して回転させて容易に絡み付く糸ごみなどを除去できるとともに、車輪部
および小輪部間に糸ごみなどが入り込んでも軸支筒部に絡み付いて車軸には絡み付かない
ので、車輪部の回転が損なわれることを防止でき、車輪が安定して回転できる。
【００９６】
請求項２記載の電気掃除機の吸込口体によれば、車輪部より径小で車軸を覆って回転自在
に軸支した小輪部を、付勢手段により車輪室の内面に押し付けるため、例えば小輪部に糸
ごみなどが絡み付いても小輪部のみ回転させて容易に絡み付く糸ごみなどを除去できると
ともに、小輪部と車輪室の内面との間に糸ごみなどが入り込んで車軸に絡み付くことを防
止でき、車輪が安定して回転できる。
【００９７】
請求項３記載の電気掃除機の吸込口体によれば、請求項２記載の電気掃除機の吸込口体の
効果に加え、小輪部の車輪部に対向する端面に、車輪部の小輪部側の端面に設けた凹部内
に挿入可能な略円錐状で凹部の縁に当接することにより小輪部を車輪室の内面に押し付け
る傾斜面を有した円錐部を設けるため、ばね部材などの別部材を用いることなく簡単な構
成で車輪が接地した状態では小輪部を車輪室の内面に押し付けて車軸に糸ごみが絡み付く
ことを防止できる。
【００９８】
請求項４記載の電気掃除機の吸込口体によれば、請求項１ないし３いずれか一記載の電気
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掃除機の吸込口体の効果に加え、小輪部の車輪室の内面に対向する端部縁に外方に向けて
突出するフランジ部を設けるため、簡単な構成で小輪部に絡み付く糸ごみが小輪部から車
輪室の内面との間に落ち込んで車軸に絡み付くことを防止できる。
【００９９】
請求項５記載の電気掃除機によれば、絡み付く糸ごみなどにより従動輪の回転が損なわれ
ることを防止できるとともに絡み付いた糸ごみなどの除去が容易にできる請求項１ないし
４いずれか一記載の電気掃除機の吸込口体を備えるため、掃除性および保守管理性を向上
できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の実施の一形態を示す吸込口本体の従動後輪近傍の一部を切り欠いた背面
図である。
【図２】同上電気掃除機本体を示す斜視図である。
【図３】同上吸込口本体の平面断面図である。
【図４】同上吸込口本体の中央位置での側面断面図である。
【図５】同上吸込口本体の端部近傍での側面断面図である。
【図６】同上吸込口本体を示す平面図である。
【図７】同上正面図である。
【図８】同上背面図である。
【図９】同上側面図である。
【図１０】同上底面図である。
【図１１】同上第２の掃除形態の吸込口本体を示す平面図である。
【図１２】同上背面図である。
【図１３】同上第３の掃除形態の吸込口本体を示す平面図である。
【図１４】同上背面図である。
【図１５】同上従動後輪を示す斜視図である。
【図１６】本発明の他の実施の形態を示す吸込口本体の従動後輪近傍の一部を切り欠いた
背面図である。
【図１７】本発明のさらに他の実施の形態を示す床面から離間した状態の吸込口本体の従
動後輪近傍の一部を切り欠いた背面図である。
【図１８】同上床面に載置した状態の吸込口本体の従動後輪近傍の一部を切り欠いた背面
図である。
【符号の説明】
１　　掃除機本体
14　　吸込口本体
24　　ケース体
30　　吸込口
65　　車輪である従動後輪
66　　車輪室である従動後輪室
67　　車軸である後輪シャフト
68　　車輪部である後輪部
68b 　軸支筒部
69　　小輪部
69a 　フランジ部
181 　付勢手段としてのコイルスプリング
185 　凹部である係合凹部
186 　傾斜面
187 　円錐部
189 　付勢手段
190 　被掃除面である床面
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】

【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】
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【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】

【 図 １ ８ 】
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